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１　着想と問題意識
　日本では 2000 年代以降，格差・貧困問題に
対する社会関心が高まり，多くの研究が積み重
ねられてきた。そうした研究の成果から格差・
貧困の拡大と深刻化が明らかとなっている。こ
の格差・貧困問題への対応策となるべき社会政
策についても，この間，改革が多面的に進行し
てきた。それぞれの制度改正は小規模なものが
多いが，全体の傾向として，むしろ格差拡大に
結び付く改正が続いてきた。
　また，生活困窮者自立支援制度など「日本的
ワークフェア」と呼ばれるような新しい政策展
開もみられる。雇用と社会保障を結び付けると
する，こうした制度を既存の労働政策の文脈に
どのように位置づけるかについても，未だ定まっ
ていない。格差・貧困の拡大が明らかであるこ
と，そのことに社会政策が関与していること，
既存の研究手法ではとらえられない政策展開が
みられること，以上の理由から，貧困研究・社
会政策研究も新しい展開を模索する必要がある
と考えられる。

２　子どもの貧困対策法と生活困窮者自立支援
　こうした状況の中で法制化された，「子ども
の貧困対策法」について考えてみよう。この法
律では，教育の支援，生活の支援，就労の支
援，経済的支援が重要な柱として掲げられ，多
面的な政策となっている。しかし具体的な支援
の中身は，生活困窮者自立支援制度の一部を活

用するものがほとんどである。そして，それら
の多くは子どもの学習支援や家計相談，親の就
労支援など対人援助が中心となっていて，所得
保障の拡充の検討は後回しとなっている。生活
困窮者自立支援制度は，NPO など民間団体・
ボランティアを積極的に活用する制度であり，
そうした社会資源が充実した人口密集地域以外
では，制度の活用が遅れている。

３　社会保険の改革展開
　従来型の社会政策の一部として，公的年金
も，制度改正が継続的に行われている。社会保
障・税一体改革の一環として，低年金者に対し
て給付を行う年金生活者支援給付金の創設や，
短時間労働者の厚生年金・被用者保険への加入
拡大，受給資格期間の短縮などが決定された。
年金生活者支援給付金は給付の普遍性を重視し
所得を全体的に底上げする当初の計画から，年
金保険料支払いに連動した給付の補てんへと変
化した。その一方で，短時間労働者の社会保険
適用拡大は，強く推し進められており，賃金が
最低賃金に相当する層まで適用が広げられよう
としている。こうした従来型の制度・政策にお
ける雇用と社会保障の新しい接点についても，
貧困研究の観点から着目する必要がある。

４　社会政策研究の新しい展開
　社会政策研究の新しい展開を模索するうえ
で，困難となるのは個別の制度・政策が複雑化
しており，それらに対する研究の個別化が進ん
でいることである。セクショナリズムを克服す
る一つの方法として，各制度の所掌が集約され
つつある都道府県や政令市など，地方行政の範
疇を対象とした，総合的な視点での政策研究を
展開するべきと考えられる。
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